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議案第３号参考資料 

平成２９年度埼玉県後期高齢者医療広域連合 

後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）参考資料

－1－
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（単位：千円）

予算現額 補正予算額 補正後予算額

205,195,452 76,951 205,272,403

調整交付金 特別調整交付金 469,811 401,965 871,776

後期高齢者医療制度
事業費補助金

健康診査事業費補助金 577,348 △ 330,392 246,956

災害臨時特例補助金 災害臨時特例補助金 1 5,378 5,379

7,114,163 △ 9,618 7,104,545

基金繰入金
保険給付費支払基金
繰入金

保険給付費支払基金繰
入金

5,815,874 △ 9,618 5,806,256

683,759,908 67,333 683,827,241

平成２９年度　後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）の概要

【歳入】

国庫支出金

項　 　　目

国庫補助金

福島第一原発事故避難者に係る一部負担金免除及び保険料減免に要する費用に対する補助金
（費用の6割相当額）

繰入金

補　正　内　容　の　概　要

合 計

健康診査事業費補助金から特別調整交付金の交付対象となったことによる増330,392千円、
長寿健康増進事業に係る人間ドック加算の減額等に伴う減73,000千円、保険者インセンティ
ブに係る増106,300千円、福島第一原発事故避難者に係る一部負担金免除及び保険料減免費
用に対する交付金（費用の4割相当額）3,587千円
制度改正の広報にかかる経費補助金33,368千円、保険料軽減判定誤りの対応経費補助金
1,317千円　(広域連合分959千円、市町村分359千円）

健康診査事業費補助金から特別調整交付金の交付対象となったことによる減額

特別調整交付金の交付に係る減 △368,238千円、健康診査事業費補助金の組替えに伴う増
330,392千円、災害臨時特例補助金の交付に係る減 △5,378千円、保健事業費市町村長寿健
康増進事業費補助金の歳出増額に伴う増33,541千円、国県支出金等返還金の歳出増額に伴う
増65千円
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（単位：千円）

予算現額 補正予算額 補正後予算額

2,768,423 33,727 2,802,150

制度改正周知費用
補助金

0 33,368 33,368

保険料軽減判定システ
ム誤り対応補助金

0 359 359

2,768,423 33,541 2,801,964

健康保持増進事
業費

その他健康保持増進
費

市町村長寿健康増進事
業費補助金

363,815 33,541 397,356

11,279,852 65 11,279,917

償還金及び還付
加算金等

償還金 国県支出金等返還金 11,134,842 65 11,134,907

683,759,908 67,333 683,827,241

平成28年度分特別調整交付金精算額確定に伴う増額分

市町村の健康増進事業に係る計画額の増額分

【歳出】

総務費

諸支出金

合 計

総務管理費
負担金、補助及び交
付金

保健事業費

項　 　　目

保険料軽減判定システム誤りの対応経費にかかる市町村への補助金

制度改正の周知費用にかかる市町村への補助金

補　正　内　容　の　概　要
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議案第４号参考資料 

平成３０年度埼玉県後期高齢者医療広域連合 

一 般 会 計 予 算 参 考 資 料
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（単位：千円）

30年度
当初予算

29年度
当初予算

比較増減
(30-29)

2,068,443 1,687,459 380,984

負担金 市町村負担金 共通経費負担金 2,068,443 1,687,459 380,984

3,083 833 2,250

国庫補助金 調整交付金 特別調整交付金 3,083 833 2,250

1 1 0

繰越金 繰越金 前年度繰越金 1 1 0 平成29年度からの繰越金

273 307 △ 34

預金利子 預金利子 預金利子 101 101 0

雑入 雑入 雑入 172 206 △ 34

2,071,800 1,688,600 383,200合 計

平成３０年度　一般会計予算の概要

【歳入】

項 目 事　務　・　事　業　の　概　要

広域連合規約に基づき63市町村が負担する共通経費負担金（広域連合事務運営分）

被保険者代表等から意見等を聞く場（懇話会）の設置及び開催に係る国からの交付金
保健事業実施に伴う保健師の雇用に係る国からの交付金

諸収入

歳計現金預金利子、歳計外現金預金利子

借上公舎に係る使用料相当額、複写機使用料実費徴収金、郵便使用料実費徴収金
非常勤職員雇用保険料徴収金

分担金及び負担金

国庫支出金

繰越金
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（単位：千円）

30年度
当初予算

29年度
当初予算

比較増減
(30-29)

1,289 1,284 5

報酬・旅費 議員報酬等 393 390 3

委託料 会議録作成委託料 531 550 △ 19

365 344 21

15,921 15,604 317

委託料 各種業務委託料 2,960 1,994 966

事務所使用料 7,280 7,245 35

公用車借上料 389 408 △ 19

事務機器賃借料等 176 405 △ 229

備品購入費 事務用備品等購入費 147 272 △ 125

4,969 5,280 △ 311 普通旅費、需用費、役務費

26,209 27,508 △ 1,299

財務会計システム保守委
託料

523 827 △ 304

情報機器運用管理委託料 3,202 4,447 △ 1,245 インターネットデータセンタにおけるサーバの運用管理委託料

電算機器等処分委託料 10 10 0 電算機器、ケーブル等の処分委託料

財務会計システム機器等
賃借料

1,247 1,424 △ 177

電算機器等賃借料 21,227 20,800 427 職員用情報系端末機器、サーバ等の賃借料

電算システム等に係る経費

一般管理費

委託料

財務会計システム保守委託料

使用料及び賃借
料

財務会計システム機器等賃借料

一般管理費

財政分析委託料、例規業務委託料

使用料及び賃借
料

広域連合事務所使用料

公用車借上料（軽自動車１台）

事務機器賃借料、ＨＰ掲載サーバ使用料、ＮＨＫ視聴料、有料道路通行料等

図書購入費、事務用備品購入費

その他事務局運営に係る経費

事務局運営に係る経費

【歳出】

項 目 事　務　・　事　業　の　概　要

議会運営に係る経費

議会費

広域連合議会議員報酬、費用弁償

議会会議録作成委託料

その他議会運営に係る経費 議会会場使用料、事務機器賃借料、消耗品費ほか
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（単位：千円）

30年度
当初予算

29年度
当初予算

比較増減
(30-29)

710 1,056 △ 346

報酬・報償費・
旅費・役務費

懇話会委員報酬等 556 763 △ 207

委託料 会議録作成委託料 92 184 △ 92

使用料及び賃借
料

会議室使用料 62 109 △ 47

301,347 292,456 8,891

報酬・共済費・
委託料

非常勤職員報酬等 19,847 20,956 △ 1,109

使用料及び賃借
料

公舎借上料 1,500 1,500 0

負担金、補助及
び交付金

事務局職員給与等負担金 280,000 270,000 10,000

140 129 11

10 10 0

64 35 29

66 84 △ 18

1,717,977 1,342,358 375,619

207 205 2

8,000 8,000 0

2,071,800 1,688,600 383,200合 計

事務経費繰出金 後期高齢者医療制度執行に係る事務経費分を特別会計に繰出

その他運営に係る諸経費 連合長交際費、研修会等負担金、一時借入金利子ほか

予備費

公平委員会経費 公平委員会業務委託料

選挙管理委員会経費 選挙管理委員会委員報酬、費用弁償ほか

監査委員経費 監査委員報酬、費用弁償ほか

項 目 事　務　・　事　業　の　概　要

会議開催等に係る経費

一般管理費

審査会委員報酬、高齢者医療懇話会報償金、費用弁償、懇話会委員保険料

懇話会会議録作成委託料

会議室使用料（懇話会、運営検討委員会、主管課長会議ほか）

一般管理費

非常勤嘱託員に係る報酬、社会保険料、健康診断委託料

遠隔地に居住する職員用に住宅を借上げる費用

事務局職員35名の給与相当分に係る負担金

事務局職員に係る経費

公平委員会・選挙管理委員会・監査委員に係る経費
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議案第５号参考資料 

平成３０年度埼玉県後期高齢者医療広域連合 

後期高齢者医療事業特別会計予算参考資料
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（単位：千円）

30年度
当初予算

29年度
当初予算

比較増減
(30-29)

132,921,817 125,001,773 7,920,044

現年度分・過年度分 66,095,015 61,904,000 4,191,015

保険基盤安定負担金 12,367,048 11,589,992 777,056

療養給付費負担金 現年度分 54,459,754 51,507,781 2,951,973

217,311,146 205,195,452 12,115,694

療養給付費負担金 現年度分 163,379,262 154,523,344 8,855,918

高額医療費負担金 現年度分 3,066,958 2,702,132 364,826

普通調整交付金 47,032,111 43,943,178 3,088,933

特別調整交付金 743,579 469,811 273,768

健康診査事業費補助金 645,819 577,348 68,471

医療費適正化等推進事
業費補助金

16,108 16,401 △ 293

特別高額医療費共同事
業補助金

51,633 50,816 817

高齢者医療制度円滑運
営臨時特例交付金

高齢者医療制度円滑運
営臨時特例交付金

2,375,675 2,912,421 △ 536,746

災害臨時特例補助金 災害臨時特例補助金 1 1 0

57,526,714 54,209,915 3,316,799

療養給付費負担金 現年度分 54,459,754 51,507,781 2,951,973

高額医療費負担金 現年度分 3,066,958 2,702,132 364,826

財政安定化基金
支出金

財政安定化基金交付金 財政安定化基金交付金 1 1 0

県補助金
後期高齢者医療制度事
業費補助金

健康診査事業費補助金 1 1 0

県支出金

県負担金

市町村負担金

保険料等負担金

被保険者からの保険料収納分に係る市町村からの納付金（負担金）

法第99条に基づく負担金（低所得者及び被用者保険の被扶養者であった者に係る保険料軽減
補てん分負担金)

療養の給付等に係る市町村定率負担金　負担対象額の1/12

平成３０年度　後期高齢者医療事業特別会計予算の概要

【歳入】

項　　　目 事　務　・　事　業　の　概　要

　市町村支出金

　

国庫負担金

療養の給付等に係る国定率負担金　負担対象額の3/12

高額な医療費（レセプト1件につき80万円を超えるもの）に係る国負担金　負担対象額の1/4

国庫補助金

調整交付金

被保険者の所得格差による各都道府県広域連合間の財政力の不均衡を調整するための交付金

人間ドック助成事業等に係る長寿・健康増進事業や保険者インセンティブなどの国の交付金

後期高齢者医療制度事
業費補助金

健康診査事業及び歯科健康診査事業に係る国の補助金

国庫支出金

健康相談等訪問指導事業、ジェネリック医薬品の使用促進等に係る補助金

著しく高額な医療費（レセプト１件につき400万円を超えるもの）に係る共同事業（国民健
康保険中央会）に要する費用に充てるために国から交付される補助金

低所得者及び被用者保険の被扶養者であった被保険者の保険料軽減特例措置に係る国の交付
金

福島第一原発事故避難者に係る一部負担金免除及び保険料減免に要する費用に対する補助金
（費用の6割相当額）

　

療養の給付等に係る県定率負担金　負担対象額の1/12

高額な医療費（レセプト1件につき80万円を超えるもの）に係る県負担金　負担対象額の1/4

県に設置された財政安定化基金からの交付金（科目設定）

健康診査事業に係る県の補助金（科目設定）
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（単位：千円）

項　　　目
30年度

当初予算
29年度

当初予算
比較増減
(30-29)

293,258,241 276,278,857 16,979,384

支払基金交付金 後期高齢者交付金 現年度分 293,258,241 276,278,857 16,979,384

250,362 245,338 5,024

特別高額医療費
共同事業交付金

特別高額医療費共同事
業交付金

特別高額医療費共同事
業交付金

250,362 245,338 5,024

5,897,203 7,158,232 △ 1,261,029

一般会計繰入金 一般会計繰入金 事務経費繰入金 1,717,977 1,342,358 375,619

基金繰入金
保険給付費支払基金繰
入金

保険給付費支払基金繰
入金

4,179,226 5,815,874 △ 1,636,648

3,000,000 3,000,000 0

繰越金 繰越金 前年度繰越金 3,000,000 3,000,000 0

684,517 632,433 52,084

財産運用収入 利子及び配当金 利子及び配当金 2,000 2,000 0

預金利子 預金利子 歳計現金預金利子 300 300 0

第三者納付金 現年度分・過年度分 682,214 630,130 52,084

返納金 返納金 1 1 0

2 2 0

　 　

710,850,000 671,722,000 39,128,000

支払基金交付金

繰入金

繰越金

財産収入・諸収入

特別高額医療費共同事業交付金

歳入不足分を基金から繰入

　

国・県・支払基金等からの療養給付費負担金の概算払等による平成28年度決算繰越見込額

　

　

療養の給付等に係る支払基金交付金
各医療保険者が納付する後期高齢者支援金（現役世代の保険料）が財源

　

著しく高額な医療費（レセプト１件につき400万円を超えるもの）に係る共同事業交付金
（国民健康保険中央会から）

　

後期高齢者医療制度執行に係る事務経費分を一般会計から繰入

事　務　・　事　業　の　概　要

 

保険給付費支払基金積立金利子

年間の資金運用による預金利子

雑入

第三者行為に係る損害賠償金

不当利得等に係る徴収金（負担割合相違差額等）

還付加算金、過料

合      計

その他
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（単位：千円）

30年度
当初予算

29年度
当初予算

比較増減
(30-29)

700,854,096 662,735,122 38,118,974

療養給付費等 689,259,786 651,771,878 37,487,908

訪問看護療養費 3,151,690 2,552,040 599,650

移送費 250 250 0

高額療養費 5,423,918 5,552,634 △ 128,716

高額介護合算療養費 744,302 650,770 93,532

その他医療給付
費

負担金、補助及
び交付金

葬祭費 2,274,150 2,207,550 66,600

3,245,357 2,768,423 476,934

報償費 講師報償金 50 0 50

健康診査委託料 2,706,747 2,299,430 407,317

歯科健康診査委託料 86,926 86,306 620

健康相談等訪問指導委託
料

6,048 6,048 0

健康づくりリーフレット
作成等業務委託料

1,080 0 1,080

使用料及び賃借
料

研修会会場使用料 30 0 30

歯科健康診査補助金 5,599 8,814 △ 3,215

健康診査助成金 10 10 0

市町村長寿健康増進事業
費補助金

434,867 363,815 71,052

後期高齢者医療制度事業
費補助金

4,000 4,000 0

健康診査に係る市町村への委託料　受診見込者数319,399人

歯科健康診査に係る埼玉県歯科医師会への委託料　受診見込者数13,800人

75歳年齢到達の被保険者に対し、健康づくりに関するリーフレットを作成、配布

【歳出】

項　　　目 事　務　・　事　業　の　概　要

　

療養諸費
負担金、補助及
び交付金

・医科、歯科、調剤の給付費（食事・生活療養費等を含む）
・柔道整復、あんま・マッサージ、補装具、はり・きゅう等の療養費

訪問看護ステーションの利用に係る療養費

療養を受けるため転院等の理由で移送されたときの費用に対する給付

保険給付に係る経費

　

高額療養諸費
負担金、補助及
び交付金

医療費が月額の自己負担限度額を超えた場合、限度額を超えた分に支給する療養費

歯科健康診査実施市町村への補助金　受診見込者数5,133人

住所地特例による被保険者が県外医療機関で健康診査を受診した際の被保険者への助成金

人間ドック助成事業等への市町村補助金

専門職による訪問保健指導に係る和光市への補助金

医療保険と介護保険を合算し、年間の自己負担限度額を超えた場合、限度額を超えた分に支
給する療養費

被保険者が死亡した場合、葬祭執行者に5万円を支給する
45,483件×@50,000円

市町村職員向け保健事業担当者研修会講師謝礼

保健事業に係る経費

負担金、補助及
び交付金

健康保持増進事
業費

委託料

健康相談等に係る訪問指導　予定数400人

市町村職員向け保健事業担当者研修会開催
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（単位：千円）

項　　　目
30年度

当初予算
29年度

当初予算
比較増減
(30-29)

レセプトの審査･点検等に係る経費 1,894,906 1,793,396 101,510

療養諸費 委託料 審査支払委託料 1,562,535 1,467,016 95,519

レセプト管理システム運
用委託料

181,000 169,076 11,924

レセプト点検委託料 91,372 92,060 △ 688

レセプト保管等委託料 3,426 3,121 305

レセプトデータ解析委託
料

38,120 45,360 △ 7,240 結核性疾患及び精神病に係るレセプトデータの解析委託

療養費データ入力委託料 6,630 5,399 1,231

申請書電子化業務委託料 11,823 11,364 459

410,528 349,418 61,110

役務費 通信運搬費 258,281 207,000 51,281

医療費通知作成業務委託
料

104,372 96,768 7,604

医療費通知作成プログラ
ム改修委託料

756 0 756

支給決定通知作成業務委
託料

47,119 45,650 1,469

37,963 40,251 △ 2,288

需用費 印刷製本費 5,069 8,223 △ 3,154 ジェネリック医薬品希望シールほか

損害賠償求償事務委託料 17,018 16,152 866

ジェネリック医薬品利用
差額通知業務委託料

15,876 15,876 0 ジェネリック医薬品利用差額通知の作成及び郵送 70,000通

一般管理費

一般管理費

　

審査支払手数料 @57円×27,067,042件
レセプトオンライン請求システム手数料 @0.75円×26,283,909件

　

医療費通知、葬祭費支給決定通知、高額療養費支給決定通知、療養費支給決定通知ほか

委託料

医療機関等受診状況を被保険者に通知　年3回　計302万通

支給決定通知書の作成（療養費、高額療養費、高額介護合算療養費、葬祭費、計154万通）

一般管理費

確定申告対応に伴う、医療費通知作成システムプログラムの改修委託

委託料

レセプトの電子化、オンライン化及びシステムの運用管理に係る費用
@7.0円×25,857,143件

損害賠償求償事務の委託
　件数割（＠1,600円×588件）、求償額割（643,076,980円×2.5％）

医療費適正化に係る経費

事　務　・　事　業　の　概　要

委託料

要点検項目を設定したレセプトの二次点検業務を委託

紙レセプトに係る保管、集配及び廃棄処分等業務委託

療養費支給申請データの入力委託　16,500件/月

紙媒体で保管されている療養費等の支給申請書を電子化　77,200枚/月

医療費通知等に係る経費
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（単位：千円）

項　　　目
30年度

当初予算
29年度

当初予算
比較増減
(30-29)

83,513 84,017 △ 504

需用費 印刷製本費 13,498 15,198 △ 1,700

役務費 通信運搬費 588 588 0 広報用ポスター郵送費

被保険者証作成業務等委
託料

67,888 66,863 1,025

被扶養者情報提供業務委
託料

1,539 1,368 171

875,660 547,022 328,638

消耗品費 681 475 206

印刷製本費 299 299 0

役務費 通信運搬費 163 363 △ 200

電算処理システム機器保
守管理委託料

476,184 220,795 255,389

電算処理システム運用業
務委託料

192,846 192,846 0

統計データ抽出分析委託
料

3,738 4,062 △ 324

システム運用業務委託料 61,188 65,929 △ 4,741

電算機器処分委託料 12 81 △ 69

新元号システム改修委託
料

6,718 0 6,718

使用料及び賃借
料

広域連合システム機器等
賃借料

133,831 62,172 71,659

一般管理費

需用費

　

事業系廃棄物処理委託

社会保障・税番号システム中間サーバ運用業務委託

社会保障・税番号システム中間サーバ接続用回線使用料

広域連合電算システムに係る経費

療養の給付等に係る統計資料の作成業務委託

被保険者証、ミニガイド等の作成等に係る経費

一般管理費

電算処理システム機器、端末機器、プリンタ、レセプト点検用端末等の賃借料

元号変更に伴う電算処理システムプログラム等の改修委託

標準システム用消耗品

標準システム複写機印刷製本費

電算処理システムの運用業務、及び診療報酬明細書の被保険者資格確認作業ほか

 

事　務　・　事　業　の　概　要

ミニガイド（1,094,000部）、広報用ポスター（10,500部）、保険料周知リーフレット
（1,100,000部）、制度変更周知リーフレット（891,000部）ほか

委託料

被保険者証（1,180,000枚）、限度額適用・標準負担額減額認定証（126,000枚）、各種封筒
ほか

社会保険診療報酬支払基金から、被用者保険の被扶養者だった新たな被保険者に係る情報提
供を受ける費用　＠450件×285円×12ヶ月

委託料

サーバの更新に係る経費、電算処理システム機器の保守管理、バックアップ経費、
セキュリティ対策、標準システム二要素認証導入経費ほか
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（単位：千円）

項　　　目
30年度

当初予算
29年度

当初予算
比較増減
(30-29)

42,149 5,002 37,147

報償費 講師報償金 180 180 0 市町村担当者研修会講師謝礼

消耗品費 289 350 △ 61

修繕料 108 108 0

役務費 手数料 2,307 2,307 0

使用料及び賃借
料

会議室使用料 19 0 19

保険者協議会負担金 90 57 33

収納対策等補助金 3,200 2,000 1,200

制度改正周知費用補助金 35,456 0 35,456

保険料軽減判定システム
誤り対応補助金

500 0 500

252,364 247,339 5,025

特別高額医療費共同事業拠出金 　 250,363 245,338 5,025

保険給付費支払基金利子積立金 2,000 2,000 0

一時借入金利子 　 1 1 0

3,146,464 3,145,010 1,454

還付金・還付加
算金

還付金・還付加算金 146,464 145,010 1,454

償還金 国県支出金等返還金 3,000,000 3,000,000 0

7,000 7,000 0

710,850,000 671,722,000 39,128,000

諸支出金

予備費

合      計

償還金及び還付
加算金等

拠出金・積立金・公債費

負担金、補助及
び交付金

保険者協議会負担金

保険料軽減判定システム誤りの対応経費にかかる市町村への補助金

収納対策等補助金

市町村担当者研修会会議室使用料

 

 

基金の資金運用により発生した利子を基金に積立て

一時的な歳計現金不足に対応するため借り入れる場合の借入金利子

　

　

制度改正の周知費用にかかる市町村への補助金

還付金、保険料還付金、保険料特別返還金、還付加算金

国・県・支払基金等への返還金

著しく高額な医療費（レセプト１件につき400万円を超えるもの）に係る共同事業（国民健康
保険中央会）への拠出金

　

一般管理費

需用費

療養費申請書原本保管用保存箱、書籍代

備品修繕料

口座振込組戻手数料

事　務　・　事　業　の　概　要

業務運営に係る経費

－18－


	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	
	参考資料

	
	H30当初予算議案参考資料(全体）
	一般歳入
	一般歳出 
	特別歳入
	特別歳出


	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	
	H29年度2月補正議案参考資料（全体）
	参考資料


	
	H29年度2月補正議案参考資料（全体）
	参考資料


	
	H30当初予算議案参考資料(全体）
	一般歳入
	一般歳出 
	特別歳入
	特別歳出


	バインダー
	議案参考資料表紙

	バインダー
	H30当初予算議案参考資料(全体）
	特別歳入
	特別歳出





